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現状と今後の方針（５年後のビジョン）_改定案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤字：改定部分  

現状： 平成29年3月に北海道ブロック行動計画(第1版)策定。近年の災害
に伴う廃棄物処理の課題や知見、北海道の被害想定の見直し状況
等をふまえた改定が望ましい。
道内の市町村災害廃棄物処理計画の策定率は2021年1月時点で
13%(23/179)。小規模自治体が多くマンパワー不足等が課題。

現状： 協議会構成員を対象としたもののほか、計画策定モデル事業を含
め、人材育成事業として振興局単位で市町村・振興局職員向けに座
学・ワークショップを実施。

方針： 北海道ブロック行動計画の点検・見直しを行い、実効性向上を図
る。
2025年度までに市町村の災害廃棄物処理計画策定率60%、日本海
溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域の策定率70％を目
標とする。各地域で人材育成と合わせた支援を行い、計画策定を
促進する。

方針： 各地域で人材育成を継続的に実施できる体制を構築し、全道におけ
る意識向上や基礎的事項の理解促進を図る。人事異動等を考慮し、
高度な内容にシフトしていくのではなく、基礎的内容を継続して行
う体制を構築する。そのうえで、協議会構成員を対象にレベルアッ
プした内容を試行的に行う。

現状： ブロック協議会やモデル事業において、関係者間の意見交換、情
報共有等を実施。ブロック協議会では、相互連携・広域連携のた
めの各種検討を実施。災害時の地域内及び道内広域連携のため
の、ハード・ソフト面のリスクポイントを把握し、具体的な対応
策を検討・促進することが望ましい。

現状： 平成27年度より学識経験者、地方自治体、民間団体、国関係機関よ
り構成される北海道ブロック協議会を設置し、大規模災害時の廃棄
物対策に関する情報共有や広域連携に関する検討等を実施。各地域
で災害廃棄物処理対策を促進できる体制に合わせた協議会等の運営
が必要。

方針： 災害廃棄物処理に関わる関係者が、被災状況に応じて、各地域で
及び全道で、速やかに連携できる体制を平時から構築する。地域
内処理・道内広域処理における現状の課題をふまえた対応策を促
進する。

方針： ハード（災害廃棄物発生量等定量的数値）、ソフト（協定締結状況
等）の両面での現状把握を行い、対応策を検討し実施する。

人 材 育 成計 画 策 定

協議会構成員 と 役割相 互 連 携
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５年後までのロードマップ_改定案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
赤字：改定部分 

北海道ブロック 市町村災害廃棄物

行動計画 処理計画

１年目

（R3）

〇行動計画の点検・見直

し、検討項目抽出

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：20％、36市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●ワークショップ（協議会構

成員等）※図上演習の要素を

取り入れる

〇相互連携のための定量的検

討等の項目抽出

〇相互連携のための方策検討

〇他ブロック協議会構成員、

役割、会議運営に関する情報

収集・整理

〇道内での会議運営に関する

情報収集・整理

２年目

（R4）

〇行動計画見直しのための

検討等

〇行動計画第２版（案）作

成

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：30％、54市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

〇相互連携のための方策検討

〇北海道ブロックの協議会構

成員、役割、会議運営に関す

る検討

３年目

（R5）
〇行動計画第２版策定

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：40％、72市町

村。推進地域50%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

●相互連携のための方策促進

〇新たな構成員、役割による

協議会運営（必要に応じて見

直し）

４年目

（R6）
●行動計画の実施

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：50％、90市町

村。推進地域60%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

５年目

（R7）

※上記を継続（必要に応じ

て見直し）

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：60％、107市

町村。推進地域70%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

備考

・行動計画には、相互連

携、協議会構成員と役割の

検討結果を反映する

・人材育成事業と合わせた計

画作成を推進する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・３年目以降は、新たな協議

会等運営体制により実施する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・人材育成、協議会等の運営

と合わせて相互連携体制を強

化する

・計画策定、人材育成、相互

連携を道全体（各地域）で進

めるための体制等を検討し、

協議会等を運営する

相互連携 協議会構成員と役割

〇北海道ブロック協議会

●北海道ブロック協議会、道、市町村

推進地域：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

計画策定 人材育成

学習段階初期 学習段階中～後期


